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【事実の概要】
原告Ｘは、国からの直接ないし間接の発注が業務の半分以上を占める建設コンサルタント
業務等を営む株式会社Ａの代表取締役であった。Ｘは、会社設立時は発行済株式の過半数を
有していたが、昭和 61 年以降は自身の考えから持株比率を 43％に減らし、仮にＸ以外の株主
全員がＸの取締役解任に賛成した場合にはこれを阻止できない状況にあった。
Ｘは、個人として、国と公益法人との随意契約には問題があり原則として廃されるべきで
あるという政治的意見を有しており、平成 21 年 1 月頃請願活動の一環として衆議院議員Ｂと
面会し、Ａ社の資料及び東京湾口航路事務所（国土交通省の出先機関である関東地方整備局
〔以下「関東地整」という。〕の港湾航空局に属する）からの文書をＢ議員の勉強用資料とし
て手渡した。ところが、Ｂ議員は同年 2月 25 日の衆議院予算委員会で随意契約問題について
の質疑を行った際、その資料を当時の国土交通大臣に手渡した。資料を渡す際に、Ｂ議員は
資料記載の会社に制裁を加えないという条件を付し、国土交通大臣は制裁を加えないと明示
的に約束して資料等を受領した。また、Ｂ議員は、同日の予算委員会における質問の中で、
資料に記載されていた２公益法人を名指しして発言することもおこなった。
国土交通省の担当者は、国土交通大臣の約束の趣旨に反して資料の出典の調査を開始し、
資料の出典がＡ社でありＸにより手渡されたものであることが判明した。その後、名指しさ
れた公益法人理事がＸを呼び出して牽制行為をしたり、本省の担当者からの指示のもと公益
法人経由で発注の見直しがＸやＸ以外のＡ社取締役であるＣにほのめかされたりした。こう
した牽制を受けて、Ｘ以外の３名の取締役は、このままでは企業の存続が危機に陥ると考え
るようになり、平成 21 年 6 月 15 日のＡ社取締役会においてＸの代表取締役社長辞任を要求
し、Ｘは不本意ながら代表取締役社長を辞任し取締役会長に退いた。
これとは別に、Ｘは、東京湾に明治時代から大正時代にかけて建設された砲台を備えた人
工島（海堡）を歴史的遺構として保存すべきであるという政治的意見を有し、任意団体海堡
ＦＣの発起人のひとりとなり、海堡ＦＣ事務局長に就任にする等の活動をしていた。また、
Ａ社も同団体の法人会員となっていた。一方、港湾事務所は、非公表であるが、船舶運航上
のリスク排除のため海堡を撤去したいという考えを有していた。平成 22 年 7 月、遺構が湾口
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事務所の手により破壊されたという情報提供を受け、海堡ＦＣは関東地整に対して海堡保存
の要望書を提出することになり、要望書提出前には、Ｘほか１名が関東地整の副局長と面談
し海堡の保存を要請した。その直後、新聞に湾口事務所による遺構の破壊工事にかんする記
事が掲載され、翌月には海堡ＦＣが港湾事務所長に遺構の保存を申し入れた旨の記事が掲載
された。
新聞記事掲載後、Ｃ取締役が関東地整から呼び出され威嚇をされるとともに、Ｘの海堡保
存の請願活動を指摘されたうえでＸが会社と手を切らない限り国はＡ社に発注しない旨の警
告を受けた。同様の警告は発注元の有力公益法人の役職者からもなされた。これらの警告は、
関東地整と一緒に仕事すべき立場のものが関東地整の政策に反対する政治的意見に基づく請
願活動をすることを問題視した関東地整の港湾空港部長の指示によるものであった。この指
示を受けた港湾航空部の公務員や公益法人の役職者からの威嚇的な警告により、Ｃ取締役は、
企業防衛と従業員の雇用確保のためＸの取締役辞任等を考えるようになり、他の取締役もこ
れに同調した。その後開催されたＡ社取締役会において、Ｘ以外の取締役全員からＸに対し
取締役辞任等が要求され、従業員からはＸ宛てに取締役会長辞任を求める要望書も提出され
た。Ｘは取締役を辞任し、保有するＡ社発行株式も全部譲渡することとした。
Ｘは、被告の公務員が、法令上の根拠なく民間企業であるＡ社の経営に介入し、Ａ社への
発注停止の実行をほのめかして他の取締役に圧力をかけＸを代表取締役や取締役から解任す
るように仕向けることは国賠法１条に違反するとして、本件訴訟を提起した。
第一審（東京地判 2017.9.15 判時 2428 号 12 頁）は、「仮に被告が原告に対して国家賠償法
１条 1項に基づく損害賠償責任を負うとしても、同損害賠償請求権は……時効によって消滅
している」として、原告の請求を棄却した。
これに対して、原告Ｘが控訴した。
【判旨】原判決変更・請求一部認容
１．公益法人・随意契約問題
「公務員が、法令の根拠なく、所管の政策に反対の政治的意見を持って請願その他の活動を
行う民間人や民間企業に対して、当該活動を理由に差別的取扱いや不利益な取扱いをするこ
とはできない」。原告ＸがＢ議員質問に関与したことを把握した本省職員が、発注の見直しな
どを示唆してＡ社を牽制し「自発的に自粛とけじめをつけることを暗に求めた」結果、Ａ社
が自発的に実行するという形でＸの代表取締役辞任が実現したが、「自発的に自粛とけじめを
付けることを暗に求めることも、法律上の権限がなければ、行うことはできない」。「本省職
員が……権限もないのに、自ら又は所管の公益法人を介して、民間企業に役員の選解任を自
発的な形で実行するように求める行為は、国賠法１条に違反する」。他方において、本省職員
の行為は、結果的には、Ｘ個人への攻撃というよりは、Ａ社という民間企業の自主的な経営
への法令の根拠に基づかない介入であり、Ａ社に対する賠償責任が認められる可能性はある
が、Ｘ個人に対する賠償責任を肯定するには無理がある。
２．海堡問題
湾口事務所は東京湾における船舶運航のリスク除去という観点からの政策目標として海堡
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撤去の方針を有しており、「関東地整から業務の発注を受ける企業でありながら、関東地整の
政策に反する意見を標榜する団体（海堡ＦＣ）に加盟し……海堡保存の要望書を提出するこ
とは、関東地整の港湾航空部長にとっては、許し難いことにみえた」。
「公務員が法令の根拠なく所管の政策に反対の立場の政治的意見を持って請願その他の活動
をする民間人や民間企業に対して、当該活動を理由に差別的取扱いや不利益な取扱いをする
ことはできない」。関東地整の港湾航空部長の包括的指示により、部下の公務員が、自ら又は
所管の公益法人の役職者を介してＡ社への発注停止の示唆による牽制やＣ取締役に対する威
嚇的な警告、Ｘ個人に対する制裁としての取締役退任の要求をしたことは、「民間企業の自主
的な経営への法令の根拠に基づかない介入であると同時に、第１審原告個人の出処進退への
法令の根拠に基づかない介入であって、第１審原告個人に対する関係でも国賠法１条に反す
る行為となる。何人も請願をしたためにいかなる差別待遇も受けないことは、日本国憲法 16
条において保障されている」。関東地整の港湾空港部長の指示は、表面上はＡ社への発注額の
減少であるが、その究極目的は、Ｘに関東地整の政策遂行への障害となる政治的活動を止め
させること」、関東地整の協力会社に対して関東地整の政策に賛同させることである。Ｘが自
発的に海堡ＦＣの活動を止めない場合には、港湾空港部長の部下職員が原告の取締役辞任や
退職を求めることにより関東地整の協力会社から関東地整の政策に反対する者を追放しよう
とすることもあり得ることは、港湾空港部長にも容易に予測できることであったし、仮に予
測可能性がなかったとしても部下職員の行為は「何人も請願をしたためにいかなる差別待遇
も受けないという日本国憲法 16 条の保障を無視したもので、その職務に関して国賠法１条に
反する行為をしたことになる」。
３．損害
「公共事業の受注が売上の大半を占め、これがなくなると経営危機に陥る民間の中小企業
が、大元の発注元たる行政官庁から発注見直しの示唆の下に取締役の解任を威嚇的に要求さ
れれば、民間の中小企業がこれに応じてしまうことは、わが国においては、自然な成り行き
である。そうすると、関東地整の公務員による国賠法１条違反行為と第１審原告の取締役辞
任との間には、相当因果関係がある」ものであり、役員報酬相当額等を辞任による損害額と
して認める。
４．消滅時効
「平成 22 年当時のＸは、公務員が法令上の根拠なく発注停止をほのめかすという牽制・威
嚇行為により、民間企業の経営に介入し……取締役らに圧力をかけることは、公務員による
国賠法１条違反行為であると考えていた」が、具体的に加害者を特定できておらず、「訴訟に
おいて、国賠法１条違反行為の点について、公務員の行為を具体的に主張立証することがで
きないために、実効性のある訴訟活動ができない状態にあった」のであり、民法 724 条に規
定する「加害者」を知っていたとはいえず、消滅時効は進行していないと解される。原告は、
その後弁護士のアドバイスにより関係者へのインタビューを試み、その結果、平成 21 年のＢ
議員質問の際のＡ社経営への介入は本省港湾局関係の幹部が主導したこと、平成 22 の海堡問
題の際のＡ社経営への介入は関東地整の幹部が主導したことを確信するに至った。以上によ
れば、Ｘが民法 724 条に規定する「加害者」を知った時期は、平成 26 年から平成 27 年にか
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けてのインタビューが終了した時であり、それまでの間は消滅時効は進行しないものと解さ
れる。Ｘは平成 27 年 10 月 15 日に本件訴訟を提起したから、消滅時効が成立したということ
は国難であり、消滅時効の主張は採用することができない。
【評釈】
１．本判決の位置づけ
本件は、請願活動を理由とする牽制・威嚇行為のすえ会社取締役の辞任等に追い込まれた
原告が、公務員のこれらの行為が国賠法１条に違反するとして争った事案である。原因とな
った原告個人の請願活動は、随意契約問題にかかわるものと海堡保存運動にかかわるものの
二つであるが、いずれも国等に対する批判的内容を含むものであったこと、原告が国や地方
自治体、公益法人と業務上深いかかわりを有する民間企業の取締役であったことが、本件に
特徴的な事実としてあげられる。本判決は、かかる事情のもとでも、「公務員が、法令の根拠
なく、所管の政策に反対の政治的意見を持って請願その他の活動を行う民間人や民間企業に
対して、当該活動を理由に差別的取扱いや不利益な取扱いをすることはできない」として、
日本国憲法 16 条の請願権に言及しつつ、公務員の行為の国家賠償法１条違反を認めたもので
ある。
請願権については、署名簿を提出された相手方による署名簿の処理や個々の署名者への働
きかけが署名活動に萎縮効果を与えるなどとして問題とされた事例が複数存するが 1、本件
は、署名および署名活動の自由にはかかわらないかたちで請願を行った個人とその属する民
間企業に対する働きかけが問題となっているものであり、請願権の射程を考えるための一事
例としての意味をもつ。
２．請願権
日本国憲法 16 条は「何人も、損害の救済、公務員の罷免、法律、命令又は規則の制定、廃
止又は改正その他の事項に関し、平穏に請願する権利を有し、何人も、かかる請願をしたた
めにいかなる差別待遇も受けない。」と規定し、請願者に対して請願をなしたことを理由とし
て不利益を加えることを禁止し、請願権の実行を保障している。この請願権を具体化する請
願法は、官公署に対する請願の手続等について定めており、同法３条 1項は請願の提出先を
「請願の事項を所管する官公署」とし、官公署に請願を「受理し誠実に処理しなければならな
い」義務を課す（ 5条）とともに、「何人も、請願をしたためにいかなる差別待遇も受けな
い」（ 6条）ことも定めている。
請願権は、歴史的には君主に対して国民が政治的意思を表明するための有力な手段として
発達してきたが、議会政治の発達と言論の自由の保障により、現代憲法の下ではその意義は
相対的に減少しているとされてきた。しかし、今日では請願権に参政権を補充する機能を認
め、一種の参政権として請願権を捉える傾向が強まってきていることが指摘されている 2。60
年安保闘争を契機として請願権を「補充的参政権」と位置づける論文 3 や、「立法参加権」と
して捉える論文 4 が登場し、請願権に積極的な意義を見出すことが試みられ、これらの影響の
もと、今日では請願権を国務請求権ないし受益権ではなく参政権に分類する体系書もみられ
るようになっている 5。
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このような請願権については、これを複合的性格をもつ権利と理解する必要があることが
指摘されている 6。それによれば、請願権は、国家機関に何らかの行為を要求するという積極
的性格と、請願権行使により不利益と受けないという消極的性格と、国家意思の形成・国家
活動に能動的に参加するという能動的性格を有するものであり 7、請願権にはなんらかの回答
を請求する権利を含むものと解される。さらに、請願権が国民の政治参加の重要な権利であ
ることを踏まえ、請願権の権利内容に、自由権的側面のみならず、国家機関に請願受理義務
及び誠実処理義務を求める見解も提唱されている 8。
３．資料の出典調査と請願権
本件事案は、請願権のいかなる側面が問題となった事例であるのか。これについては、本
件は、個人がその請願活動を理由に公務員の牽制・威嚇行為を通じて不利益を受けたという
自由権的側面の侵害の事例として捉えることができる。判決も、海堡保存問題についての判
断のなかで、公務員による牽制・威嚇行為が「何人も請願をしたためにいかなる差別待遇も
受けないという日本国憲法 16 条の保障を無視したもので、その職務に関して国賠法１条に反
する行為をしたことになる」ことを認めている。ただ、本件における請願権にかんする問題
は、これにとどまるものではないと思われる。
本件のうち随意契約問題で圧力・牽制行為が可能となったのは、この問題にかんする資料
がこれを受理した議員から国土交通省大臣を経由して国交省担当者に渡り、そこで出典調査
がおこなわれ資料の提出者がＸであると判明したからである。今回のような資料の出典調査
は誠実処理義務との関係ではいかに理解することができるか。
誠実処理義務を根拠に請願内容を調査する権限が認められるかについては、署名者に対す
る町の戸別訪問調査が問題となった関ケ原町署名簿事件 9 が参考となるが、、請願権の侵害を
認めた控訴審判決が示す枠組みは、請願権の重要性を前提としても誠実処理義務のもと一切
の調査を否定するものではなかった。本件も、資料の出典調査の実施それ自体を違法とは構
成しない。しかしながら、「何人も請願をしたためにいかなる差別待遇も受けない」ために
は、前提として、対象への報復を予測させるような調査は許されないのは当然であって、本
件出典調査は問題のある行為であったと思われる 10。
４．「萎縮効果」と請願権
請願権をめぐっては、近年、従来表現の自由でみられる「萎縮効果」の問題を請願権にお
いても取り上げる試みがみられる。請願行為が憲法で保障されるにしても、その請願に際し
請願者が不利益を受けたり不要な調査が行われたりするようであれば、請願者が萎縮し、ひ
いては将来の請願行為が抑制されることにつながると解するためである。先に挙げた関ケ原
町署名簿事件の控訴審判決は、「請願権は、国民の政治参加のための重要な権利であり、請願
をしたことにより処罰されたり不利益を課されたり、その他差別を受けることはないと解さ
れるべきであり、官公署は請願を受理し、誠実に処理をする義務を負う（請願法五条）。官公
署において、これを「誠実に」処理するとは、放置したりしてはならないことであり、誠実
に処理するという名の下に、将来の請願行為をしにくくすることや請願をした者を萎縮させ
ることが許されないのはいうまでもない」と述べる。
本件で原告が行った請願のうち、随意契約問題は行政契約のうちの随意契約 11 の現状につ
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いて批判的内容を含むものであり、また、海堡保存問題は、直接批判する意図はないものの
政策との齟齬をきたす内容であった。いずれも、請願者が平素の活動のなかで有するに至っ
た行政に対する政治的意見を表明したものであり、かかる内容の請願は、請願権の参政権的
側面からは国民による行政活動へのコントロールの要求として捉えることができよう 12。これ
に対する牽制・威嚇行為の指示が、判決が認めるように「政策遂行への障害となる政治的活
動を止めさせること」を究極目的としていたのであれば、これは国民の政治参加の権利とし
ての請願権を抑圧するものであり、請願者の萎縮や将来の請願行為の萎縮をもたらしかねな
い。本判決は、本件行為の「萎縮効果」については論じていないが、事例としてはかかる点
についても考慮が必要だったのではないであろうか。
もっとも、国や地方自治体等が行政契約の相手方について知る必要性はあるのであり、そ
の結果として契約を締結することが不適当と判断する場合もあろう。本判決が「公務員が法
令の根拠なく…」と述べるのは、正当な理由があれば契約内容の見直しをすることを認めた
うえで、単に所管の政策に反対の政治的意見をもち活動したことのみによって、相手方に対
し差別的取扱いや不利益な取扱いをすることを許さないとしているのであり、妥当な判断で
ある。
５．消滅時効について
第一審判決は、訴訟が提起された時点で国家賠償法に基づく損害賠償請求権の消滅時効期
間が経過していたとして原告の請求を棄却し、請願権その他の争点については判断をしなか
った。これに対して、控訴審である本判決では消滅時効の成立を否定している。
国家賠償法に基づく損害賠償請求権は、被害者が損害および加害者を知った時から三年間
行使しないときには、時効により消滅する（国家賠償法 4条、民法 724 条）。消滅時効の起算
点について、「加害者を知る」とは、加害公務員の名前まで知る必要はなく、加害公務員の行
政組織法上の地位を知れば足りると考えられているが、これは加害者は国賠法上は国・公共
団体であって当該公務員ではないからである 13。
これにかんし、本件第一審判決は、「加害者を知る」ことについて、原告が加害公務員の所
属する組織を「認識していたと推察できること」と原告自身が過去にその組織の前身である
組織に勤務経験があることをあげて、取締役辞任・全株式売却の時点までには「原告は加害
者も知っていたものといえる」として消滅時効の進行を判断している。一方、控訴審である
本判決は、原告が事件後・訴訟提起前に弁護士のアドバイスのもと関係者にインタビューを
試み、それをもとに書証を作成し訴訟を提起したことから、原告が「加害者」を知った時期
をこのインタビュー終了時と判断した。これにより、同時点から消滅時効が起算されること
になったため、消滅時効の成否について一審と異なる判断に至る。
「加害者を知る」の意味につき加害公務員の行政組織法上の地位を知れば足りるとされるこ
とで、加害公務員の特定がなされなくとも国家賠償請求が可能となる。このことは、加害公
務員の行政組織法上の地位を知ったときが時効の起算点となることを意味するのであるが、
しかし、当該被害者が訴訟準備のため加害公務員の特定を含めた事実関係の調査を行ってい
たような場合においても、加害公務員の行政組織法上の地位を知ったときを時効の起算点と
し、その結果として消滅時効の成立を認めてしまうことには問題があると思われる。本件事
案においてはＸが実効性のある訴訟活動のために関係者へのインタビューを実施していた事
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実が認められるからである。かかる状況のもと、それ以前に「加害者を知る」ことが出来て
いたとして消滅時効を起算し時効の完成を認め原告の請求を退けた原審と異なり、消滅時効
の起算点をインタビュー終了後とし時効の完成を認めなかった控訴審判決の判断は妥当であ
ると解する。
６．結びにかえて
本判決は、消滅時効の成立を否定し、「公務員が、法令の根拠なく、所管の政策に反対の政
治的意見を持って請願その他の活動を行う民間人や民間企業に対して、当該活動を理由に差
別的取扱いや不利益な取扱いをすることはできない」として、日本国憲法 16 条の請願権に言
及しつつ国家賠償１条違反を認めている。本件は、直接的には、請願権行使により「いかな
る差別待遇も受けない」という請願権の自由権的側面が問題になった事例であるが、請願の
結果不利益な取扱いの前提として資料の出典調査が行われたことは看過できない。牽制・威
嚇行為だけでなく、資料提供者である議員との約束違背とその後の調査も、請願権の侵害を
なしうるものと考える。また、海堡問題について、裁判所は、牽制・威嚇行為の真の目的は
公権力の側がその政策遂行への障害となる政治的活動を止めさせることにあることを認めて
おり、これは自由権的な側面の侵害としてはとらえきらない。むしろ、請願活動に行政の統
制のような参政権的意義があることを前提とした牽制・威嚇行為とみることができるのであ
って、その意味において、請願権の保障内容についての議論の深化の一材料としての意義を
有するものであると考える。
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